
障害者権利擁護に関する関係法令の構成比較一覧表

障害者県民会議資料

平成24年2月10日

項目 国際法 国内法

名称 障害者の権利に関する条約 障害者基本法

制定年月
等

H18年12月（採択） H23年８月成立

前文
第１条  目的
第２条  定義
第３条  一般原則
第４条  一般的義務
第５条  平等及び差別されないこと
第６条  障害のある女子
第７条  障害のある児童
第８条  意識の向上
第９条  施設及びサービスの利用可能性
第10条 生命に対する権利
第11条 危険な状況及び人道上の緊急事態
第12条 法律の前にひとしく認められる権利
第13条 司法手続の利用
第14条 身体の自由及び安全
第15条 拷問又は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つけ
る取扱い若しくは刑罰からの自由
第16条 搾取、暴力及び虐待からの自由
第17条 個人が健全であることの保護
第18条 移動の自由及び国籍についての権利
第19条 自立した生活及び地域社会に受け入れられること

１．総則関係
  1)目的規定の見直し（第１条関係）
  2)障害者の定義の見直し（第２条関係）
  3)地域社会における共生等（第３条関係）
  4)差別の禁止（第４条関係）
  5)国際的協調（第５条関係）
  6)国民の理解（第７条関係）/国民の責務（第８条関係）
  7)施策の基本方針（第10条関係）
２．基本的施策関係
  1)医療、介護等（第14条関係）
  2)教育（第16条関係）
  3)療育【新設】（第17条関係）
  4)職業相談等（第18条関係）
  5)雇用の促進等（第19条関係）
  6)住宅の確保（第20条関係）
  7)公共的施設のバリアフリー化（第21条関係）
  8)情報の利用におけるバリアフリー化等（第22条関係）
  9)相談等（第23条関係）
 10)文化的諸条件の整備等（第25条関係）
 11)防災及び防犯【新設】（第26条関係）
 12)消費者としての障害者の保護【新設】（第27条関係）

第20条 個人的な移動を容易にすること
第21条 表現及び意見の自由並びに情報の利用
第22条 プライバシーの尊重
第23条 家庭及び家族の尊重
第24条 教育
第25条 健康
第26条 リハビリテーション
第27条 労働及び雇用
第28条 相当な生活水準及び社会的な保障
第29条 政治的及び公的活動への参加
第30条 文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツ
への参加

 13）選挙等における配慮【新設】（第28条関係）
 14）司法手続における配慮等【新設】（第29条関係）
 15）国際協力【新設】（第30条関係）
３．障害者政策委員会等

第31条 統計及び資料の収集
第32条 国際協力
第33条 国内における実施及び監視
第34条 障害者の権利に関する委員会
第35条 締約国による報告
第36条 報告の検討
第37条 締約国と委員会との間の協力
第38条 委員会と他の機関との関係
第39条 委員会の報告
第40条 締約国会議
第41条 寄託
第42条 署名
第43条 拘束されることについての同意
第44条 地域的な統合のための機関
第45条 効力発生
第46条 留保
第47条 改正
第48条 廃棄
第49条 利用可能な様式
第50条 正文

法令の主
な構成
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項目 千葉県条例 北海道条例 岩手県条例 熊本県条例

名称
障害のある人もない人も共に暮ら

しやすい千葉県づくり条例

北海道障がい者及び障がい児の権利擁護
並びに障がい者及び障がい児が暮らしやす
い地域づくりの推進に関する条例

障がいのある人もない人も共
に学び共に生きる岩手県づく
り条例

障害のある人もない人も共に生きる熊
本づくり条例

制定年月
等

H18年10月成立
H19年 7月 施行

H21年3月成立
H22年４月全面施行

H22年12月成立
H23年７月施行

H23年７月成立
H24年４月施行

法令の主
な構成

前文
第１章  総則
　  第１条 目的
　  第２条 定義
    第３条 基本理念
    第４条 県の責務
    第５条 県と市町村との連携
    第６条 県民の役割
    第７条 財政上の措置
第２章  差別の事案の解決
  第１節  差別の禁止等
    第８条 差別の禁止
    第９条 虐待の禁止
    第10条 通報
    第11条 通報を受けた場合の措
置
第２節  地域相談員等
    第12条 身体障害者相談員
    第13条 知的障害者相談員
    第14条 その他の相談員
    第15条 業務遂行の原則

第１章総則
    第１条 目的
    第２条 定義
    第３条 基本理念
    第４条 道の責務
    第５条 道と市町村の連携
    第６条 道民等の役割
    第７条 情報の提供
    第８条 財政上の措置
第２章障がい者を支える基本的施策等
    第９条 関係法令等との調和
    第10条 道民等の理解の促進
    第11条 企業等の取組の支援
    第12条 医療とリハビリテーションの確保
    第13条 移動手段の確保
    第14条 切れ目のない支援
    第15条 保健・福祉及び教育との連携
    第16条 高齢者施策等との連携
    第17条 障がい者の家族に対する配慮
    第18条 地域間格差の是正等
第３章障がい者の権利擁護

前文
  第１条 目的
  第２条 定義
  第３条 基本理念
  第４条 県の責務
  第５条 市町村の役割
  第６条 県民等の役割
  第７条 不利益な取扱いの禁
止
  第８条 虐待の禁止
  第９条 交流機会の拡大等
  第10条 職員の育成
  第11条 情報の提供及び意
見の聴取
  第12条 教育の支援体制の
整備及び充実
  第13条 相互連携
  第14条 関係団体等への支
援
  第15条 不利益な取扱い等
に関する相談、助言等

前文
第１章総則
    第１条 目的
    第２条 定義
    第３条 基本理念
    第４条 県の責務
    第５条 市町村との連携
    第６条 県民の役割
    第７条 財政上の措置
第２章障害者の権利擁護
  第１節不利益取扱いの禁止等
    第８条 不利益取扱いの禁止
    第９条 社会的障壁の除去のため
の合理的な配慮
    第10条 虐待の禁止
  第２節不利益取扱い等に関する相談
    第11条 特定相談
    第12条 地域相談員
    第13条 広域専門相談員
    第14条 指導及び助言
    第15条 連携及び協力

    第16条 広域専門指導員
    第17条 指導及び助言
    第18条 協力
    第19条 職務遂行の原則
  第３節  解決のための手続
    第20条 相談
    第21条 助言及びあっせんの申
立て
    第22条 事実の調査
    第23条 助言及びあっせん
    第24条 勧告等
    第25条 意見の聴取

    第19条 障がい者の権利擁護
    第20条 障がい者への配慮
    第21条 虐待の禁止
第４章障がい者が暮らしやすい地域づくり
  第１節地域づくりに関する基本指針の策定
    第22条、第23条 基本指針
    第24条 意見聴取等
    第25条 公表　第26条　省略
  第２節道の支援
    第27条
第５章障がい者に対する就労の支援
    第28条 就労支援に関する施策

   第16条 財政上の措置
 附則

  第３節不利益取扱いに該当する事案
の解決のための仕組み
    第16条 助言又はあっせんの求め
    第17条 助言又はあっせん
    第18条 勧告
    第19条 事実の公表
    第20条 意見陳述の機会の付与
第３章県民の理解の促進
    第21条
第４章熊本県障害者の相談に関する
調整委員会
    第22条

    第26条 訴訟の援助
　  第27条 貸付金の返還等
　  第28条 秘密の保持
第三章  推進会議
    第29条 設置
    第30条 分野別会議
第四章  理解を広げるための施策
    第31条 表彰
    第32条 情報の提供等
第五章  雑則
    第33条 条例の運用上の配慮
    第34条 関係行政機関の措置
    第35条 委任
    第36条 罰則
附則

    第29条 就労支援推進計画の策定
    第30条 認証制度
    第31条 指定法人
    第32条 調達等への配慮
第６章北海道障がい者就労支援推進委員
会
    第33条 設置
    第34条 所掌事項
    第35条 組織
    第36条～第40条　省略
第７章障がい者が暮らしやすい地域づくり
委員会
    第41条 設置
    第42条 所掌事項
    第43条 組織
    第44条 委員  第45条 省略
    第46条 地域づくり推進員
    第47条 調査
    第48条 勧告等
第８章北海道障がい者が暮らしやすい地域
づくり推進本部
第９章雑則
附則

第５章雑則
    第23条 規則への委任
    第24条 罰則
附則

2


